
申請時提出チェックリスト（１）　

※「提出」の欄には提出する書類に○をつけてください。

○

都内に本社登
記がある場合

都外に本社登
記がある場合

個人事業主

○ 1 事業計画書兼交付申請書 原本１部 ○ ○ ○

○ 2 誓約書 原本１部 ○ ○ ○

○ 5 事務所一覧 原本１部 ○ ○ ○

○ 7 会社案内または会社概要 原本1部 ○ ○ ○

○ 9 印鑑登録証明書 原本1部 ○ ○ ○

企業名 株式会社○○○○

提出日 平成28年7月1日

提出方法 郵送　　　・　　　持参

提出区分 新規　　　・　　　追加

提出
東京都
確認

Ｎｏ 書類名 提出部数 確認事項

○ 3 雇用保険適用事業所設置届（事業主控） 写し１部 ○ ○ ○
☑登記上の本店住所が都外の場合⇒都内の支店・営業所等の事務所分すべてを提出

□都外の本社等で一括して手続きを行っている場合⇒都外の本社等の設置届を提出

○ 4
雇用保険被保険者資格取得等確認通知書
（事業主通知用）

写し１部 ○ ○

○

○

☑都内に勤務する常時雇用する労働者で雇用保険加入期間が６ヶ月以上の方２名分

□雇用保険加入期間が６ヶ月以上の方がいない場合⇒確認通知書と雇用開始日が分かる書類を提出

□都外の本社等で一括して手続きを行っている場合⇒確認通知書と勤務地が分かる書類を提出

□労働者が外国籍の方である場合⇒在留カードの写しを提出

☑本社及び事務所について事務所名称、所在地及び従業員数を記載したものを提出（都外に所在するもの
を含む）

○ ○

☑届出義務がある場合⇒届出済みの就業規則を提出

□届出義務がないが、作成している場合⇒届出済みまたは未届けの就業規則を提出

□届出義務がなく、作成していない場合⇒直近の雇入通知書１通

☑制度整備事業を実施予定の場合⇒労働時間や休暇に関してのその他規程もすべて提出

○ 6 就業規則 写し１部

○ 8 商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 原本1部 ○ ○

・個人事業の開
業・廃業等届出
書
・住民票記載事
項証明書

☑発行日から６ヶ月以内のもの

□登記上の本店住所が都内で、登記上の本店所在地と本社機能を持つ事務所の場所が異なる場合⇒本社
機能を持つ事務所で事業を営んでいることが分かる書類（光熱水費の領収書など）を提出

☑発行日から６ヶ月以内のもの

○ 10
法人都民税・法人事業税の納税証明書又は領
収書

納税証明書は
原本1部、領収
書は写し１部

○ ○

個人都民税・個
人事業税の納
税証明書又は
領収書

☑申請時点で納期が到達している直近の確定納付分を提出

□交付申請時点で初めての納付期限前の場合⇒法人設立届（写）を提出

□非課税の場合⇒課税されないことが分かるものを提出

該当する部分に○をつけてください。 

このチェックリストは申請書類提出時に提出してください。 

該当する部分に○をつけてください。 
本社所在地の場所や事業形態等で提出する書類が異なりますので手引

き等を参考にご準備ください。 

提出する書類に○をつけて、提出をお願いします。 

書類提出前に確認事項をご覧いた

だき、該当する部分に✔を記入してく



申請時チェックリスト（２）

常用労働者②　　氏名　（　　　××　×××　　　　　　　）

　　□正社員である

　　□正社員ではないが、期間の定めのない雇用契約となっている。。

　　☑有期雇用契約の社員である。
　　　　　この場合、以下の内容をご記入ください。

　　　　　　採用年月日　　　　　  　（　　平成２４年１０月１日　　　　　）
　　　　　　次回契約更新予定日　（　　平成２８年１０月１日　　　　　）

提出
東京都
確認

Ｎｏ 項　　　目 確認事項

  11

　常用労働者2名の属性について

（提出された雇用保険被保険者資格取得等確認
通知書に記載の常用労働者）

常用労働者①　氏名　（　　　××　×××　　　　　　　　　）

　　☑正社員である。

　　□正社員ではないが、期間の定めのない雇用契約となっている。。

　　□有期雇用契約の社員である。
　　　　　この場合、以下の内容をご記入ください。

　　　　　　採用年月日　　　　 　 　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　次回契約更新予定日　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ 12
既に整備されている働き方の制度
　　既に整備され、就業規則等に規定化されてい
る事項にレ点を入れてください。

　　□フレックスタイム　　　　　☑短時間正社員制度　　　　　□テレワーク制度　　　　　□在宅勤務制度　　　　　　□勤務間インターバル制度
 
    □朝型の働き方　　　　　　□週休3日制度

上記の制度が明記されている規程（　　　短時間正社員規程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ 13
既に整備されている休み方の制度
　　既に整備され、就業規則等に規定化されてい
る事項にレ点を入れてください。

　　□業務繁閑に応じた休業日の設定　　　　　　□年次有給休暇の計画的付与制度　　　　　　□記念日等年次有給休暇制度　　　　　　□時間単位での年次有給休暇制度
　
    □連続休暇制度　　　　　　□リフレッシュ等休暇制度　　　　　　☑育児・子育て・介護等目的休暇制度　　　　　　□ボランティア休暇制度

上記の制度が明記されている規程（　　　就業規則　・　育児介護休業規程　　　　　　　　　　　　　）


